
剰余金の繰越承認について

法第40条第３項の剰余金の認定基準

法第40条第３項の剰余金の認定

平成27年度収支計画 決算状況

【資料５】

地独法会計基準及び注解の基準

（１） 運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく

収益以外の収益から生じた利益

（２） 中期計画（年度計画）の記載内容に照らして、本来行うべき業務を

効率的に行ったために費用が減少した場合

新潟県立大学の基準

（１） 運営費交付金算定対象収入が当初予定額を上回った結果生じた利益

（２） 運営費交付金算定対象外の事業を行った結果生じた利益

（３） 中期計画（年度計画）の記載内容に照らして、法人が行うべき業務を

効率的に行った結果生じた利益

（４） ただし、学生収容定員を在籍者が一定率下回った場合は、相当額を

積立金として整理し、中期目標期間終了時に県に納付（一定率：90%）

【平成27年5月1日現在の定員充足状況】

○学部 1085/1040人（104％）
○大学院 5/10人 （50％）→未充足5人

目的積立金　53百万円(53,107,100円）

積立金　　　　　0.3百万円(255,000円）※

(1)運営費交付金算定における想定内収益

金額

・学納金増加額　　 64

(2)運営費交付金算定における想定外収益

金額

・運営費交付金増加額 68

・雑収入増加額 2

・繰越積立金取崩額増加額 1

計 71

(3)業務を効率的に行った結果生じた利益

金額

・費用増加額 ▲ 84

・費用減少額と収益減少額の差額 2

計 ▲ 82

※費用の増加は収益(運営費交付金)の増加により相殺している。

(4)学生未充足による利益(積立金)

金額

0.3

費　　目

・費用の減少額（学生未充足分）

費　　目

費　　目

費　　目

(1)＋(2)＋(3)＋(4)＝53

　　注）単位：百万円

※積立金算出の考え方：学生1人あたりに
かかる経費５.１万円(予算積算上の単価)に
未充足者5人を掛けたもの



【資料５－２】別紙

　○剰余金処分のフロー

　　○利益の処分又は損失の処理の書類 　　　　　○目的積立金と積立金の相違点

（円）

53,362,100

255,000

53,107,100

地方独立行政法人の利益処分の考え方
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毎事業年度 中期目標期間終了後

利益の処分に関する書類

Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益

前期繰越欠損金

Ⅱ 利益処分額

積立金

法第40条第3項により設立団体
の長の承認を受けようとする額

教育研究等環境改善積立金

目的積立金 積立金
根拠 　法第40条第３項 　法第40条第１項
要件

毎年度の取扱い 　損失の穴埋め

　中期目標期間終了後、目的積立金が残っていた場合は積立金に振り替えて精算
　①　知事の承認を受けて次期財源に充当
　　　（経営努力により生じた剰余金、次期に繰り越す事業費相当額）
　②　①以外は県へ納付

　法人の申請に基づき、知事が経営努力と
承認したもの（あらかじめ評価委員会の意見
を聴く）

　未処分利益のうち、目的積立金に計上する
もの以外のすべて

　中期計画に定めた剰余金の使途の範囲内
で使用可能

中期目標期間終了
後の取扱い

中期計画
第９

中期計画
第10－3

「教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善に充てる」


